
  

【安全投資計画、事業収支見積書、安全投資実績、事業収支実績報告書 

の記載例・記載要領】 

※本資料は北海道運輸局管内の運輸支局あてに提出される申請書についての内容となってお

ります。 

 

 

●作成時の注意点 

①Excel の入力欄は黄色に着色されております。 

②黄色の箇所以外には、自動計算の計算式が入力されている箇所もありますので、黄色の箇所以

外には入力いただかないようお願いいたします。 

③次ページ以降のとおり、記載例（赤字）・記載要領（青枠内）を掲載しておりますので、ご確認いた

だきつつ作成ください。 

 

 
【問い合わせ先】 

北海道運輸局自動車交通部旅客第一課 

ＴＥＬ ０１１－２９０－２７４１ 

 



２．計画期間における事業の展望及び安全投資の概要

一般貸切旅客自動車運送事業 安全投資計画

１．計画期間

～ 令和12年3月31日令和6年4月1日
（許可を受けようとする日を含む事業者の事業年度の開始日） （当該許可の有効期間満了日を含む事業者の事業年度の終了日）

許可を受けようとする日： 当該許可の有効期間満了日：

令和11年10月22日令和6年10月23日

例）観光輸送への対応強化及び修学旅行やスクールバス事業への新規参入。旭川営業所の車両
数をより多く増車し、旭川近郊の輸送需要に対応。

３．運転者、運行管理者、整備管理者の確保予定全人数

令和 8 年度令和 9令和 令和 11年度 年度年度令和 106 年度令和 7
1412 人9 人 10 人 10 人 11

年度

人

運行管理者 2 人 2 人 3 人人 3

人運転者

人 3 人 3

 別紙１及び貸切バス予防整備ガイドラインの整備サイクル表のとおり

※事業者の各事業年度末時点の見込みを記載すること。

４．車両取得予定台数及び保有車両台数（車両確保計画）

 別紙１のとおり

５．計画期間に実施する事業及びその他の安全確保のための投資に必要な事項

 別紙２のとおり

※他の自動車運送事業の用に供する車両の運転者と兼務する者も含む。

６．車両の点検及び整備に関する計画及び費用

※非正規雇用の者（「期間を定めずに雇われている者」以外の者）も含む。

整備管理者 1 人 1 人 1 人 1 人 1 人 1 人

申請日時点の内容を入力

例）有効期間満了日が令和６年１０月２２日、自社の事業年度が４月１日～翌年３月３１日の場合、計
画期間は、令和６年４月１日～令和１２年３月３１日（令和６年度～令和１１年度）となる。

許可を受けようとする日＝有効期間満了日の翌日

計画期間における貸切バス事業の経営方針及び安全
投資計画に係る事項が簡潔に記載する。

上に記載した１事業年度目の数値を入力

各事業年度で計画している運転者数、運行管
理者数、整備管理者数を入力



30
29

4,500 6,100

35700km

20000km

610千円

28
27
26

営業所名 車両登録番号
車両
増減

車種
区分

初度登録
年月

本社 H25.9

車齢 取得年月
リース費
（千円）

購入又は
リースの別

他社例）札幌222あ2222 維持 大型 H21.3 H21.4

本社 例）札幌333あ3333

別紙１

事業用自動車一覧表（見積）
（令和 6 年度）

修繕費
（千円）

整備サ
イクル
表No.

車両整備の
自社・他社の

別

年間走行距離
（ｋｍ）

購入費
（千円）

合計 10
平均

※各年度に存在する車両の状況を記載すること。
※導入予定車両については見込みを記入すること。
※「整備サイクル表」を複数作成する場合は、当該車両の「整備サイクル表」の「整備サイクル表No.」を記載すること。
※車両増減には、「増車・減車・維持」のいずれかを記載すること。
※「車齢」には、各事業年度末時点の当該車両の初度登録からの年数を記載すること。

610千円 1 他社 45000km購入

減価償却費
（千円）

6.8

維持 大型例）札幌111あ1111

300

11 H25.91

R2.5

6 H31.1

購入

4 R6.2 リース

3
4 本社 例）札幌444あ4444 維持 大型

購入 1維持 大型 H31.1

162 本社

3 他社 45000km

610千円 1

3 他社 45000km

610千円 2 他社 45000km300千円

他社 45000km

5 本社

例）R6増車① 増車 コミューター R6.107 本社
610千円

3 R6.2 購入 2000千円 610千円例）札幌555あ5555 維持 中型 R4.4

6 本社 例）札幌666あ6666 維持

8 旭川 例）旭川111あ1111 維持 中型 H22.12

8 H29.5 購入中型 H29.1

610千円 3 他社 45000km

0 R6.10 購入 4000千円 610千円 5 他社 22000km

610千円R1.10 購入旭川 例）旭川222あ2222 維持 中型 R1.10

維持 小型 R5.7

5

H26.4 購入

1 R5.10 購入

14

9

12

500千円

610千円 4 他社 10000km2000千円

3 他社 35000km

10 旭川 例）旭川333あ3333

11

13
14
15

18

16
17

19
20

25

22
23

21

24

事業年度ごとに作成

各事業年度末日時点での車齢を入力
例）事業年度末日 R7.3.31

初度登録年月H25.9（H25.9.1と仮定）
↓

１１年７ヶ月経過しているため、「１１」と入力

各事業年度中に増車する車両については、
例）Ｒ６増車①のようにわかるように入力

購入費・リース費・減価償却費につい
ては、各事業年度で発生するであろう
費用(見込)のみ入力

修繕費については、基本的に以下に掲げる額を車両毎に入力。なお、
自社整備の場合等で以下に掲げる額以下を見積もる場合は、別途見積
書等を添付。

【平均年間走行距離が30000km以上の場合】
平均車齢が１年から５年：２８万円 （280と入力）
６年から１０年：６１万円 （610と入力）
１１年から１５年：６１万円 （610と入力）
１６年以上：８０万円 （800と入力）

【平均年間走行距離が30000km未満の場合】
平均車齢が１年から５年：１０万円 （100と入力）
６年から１０年：２２万円 （220と入力）
１１年から１５年：２９万円 （290と入力）
１６年以上：４５万円 （450と入力）

※平均車齢、平均年間走行距離は様式上部に自動で表示されているも
のを参照

添付する整備サイク
ル表に合わせてサイ
クル表Ｎｏ．を入力

車両整備（定期点検等）を
自社で行う予定か他社に依
頼する予定かを入力

想定される年間走行距離を
入力



30

29

26

25

27

28

24

22

21

23

20

19

18

15

17

16

他社

7000千円

610千円 40000km

14

13

12 旭川 例）R7増車② 増車

11 旭川 例）R7増車① 増車 大型 R7.5 0

購入

7000千円R7.5 購入

R1.10

維持 小型 R5.7 2 R5.10

22000km1 他社

4 他社

610千円

610千円R7.5 0 R7.10 購入

6

大型

1

H26.4

35000km

10 旭川 例）旭川333あ3333

R1.10 購入

5 他社

10000km

610千円

1500千円 610千円

3 他社9 旭川 例）旭川222あ2222 維持 中型

3 他社

45000km

8 旭川

本社 例）札幌666あ6666 維持 中型 H29.1

45000km610千円

他社

購入例）旭川111あ1111 維持 中型 H22.12 15

45000km

6
購入

R6.10 1 R6.10 購入

45000km

7 本社 例）R6増車① 維持 コミューター

9 H29.5 購入

3 他社1500千円

4 本社 例）札幌444あ4444 維持 大型 R2.5

610千円 3

5 R6.2 リース

610千円

300千円 610千円 2 他社

45000km

他社

45000km

5 本社 例）札幌555あ5555 維持 中型 R4.4 4 R6.2

購入

610千円 1

5000km

3 本社 例）札幌333あ3333 1 他社

1 他社2 本社 例）札幌222あ2222 減車 大型 H21.3 17 H21.4

維持 大型 H31.1 7 H31.1 購入

610千円

610千円

35583km

営業所名 車両登録番号
車両
増減

車種
区分

初度登録
年月

車齢 取得年月

45000km

平均 6.5

1 本社

年間走行距離
（ｋｍ）

購入費
（千円）

リース費
（千円）

減価償却費
（千円）

修繕費
（千円）

整備サ
イクル
表No.

車両整備の
自社・他社の

別

購入又は
リースの別

例）札幌111あ1111 維持 大型 H25.9 12 H25.9

合計 11

購入

300 3,000 7,320

別紙１

事業用自動車一覧表（見積）
（令和 7 年度）

※各年度に存在する車両の状況を記載すること。
※導入予定車両については見込みを記入すること。
※「整備サイクル表」を複数作成する場合は、当該車両の「整備サイクル表」の「整備サイクル表No.」を記載すること。
※車両増減には、「増車・減車・維持」のいずれかを記載すること。
※「車齢」には、各事業年度末時点の当該車両の初度登録からの年数を記載すること。

前年度【増車】となってい
たものについて、翌年度以
降は【維持】に変更

各事業年度中に減車予定の車
両は【減車】を選択

【減車】を選択した車両につ
いては、減車するまでの期間
で想定される走行距離を入力



別紙２

○その他の安全確保のための投資に必要な事項に関する計画

①ドライブレコーダーの購入計画及び費用

令和 6 年度 令和 7 年度令和 8 年度 令和 9 年度年度 令和 10 年度 令和 11
両 2 両 両 3 両

費用 30 千円 60 千円 千円 60 千円

②デジタルタコグラフの購入計画及び費用

令和 6 年度 令和

合計 1 両 2 両

年度令和 10 年度 令和

千円 90 千円

9 年度7 年度 令和 8 年度 令和 11
両 両 3 両

費用 420 千円 140 千円
両 2両
千円 140 210 千円千円 千円

③適性診断の受診計画及び費用

・初任運転者受診計画及び費用

令和 6 年度 令和 7

合計 6 両 2

年度

受診人数 人 1 人 1 人 2
11年度 令和 8 年度 令和 9

人

年度 令和 10 年度 令和

1 人 2

10

・適齢運転者受診計画及び費用

令和 6 年度 令和

人

費用 千円 5 千円 5 千円千円 10

8 年度 令和 9

千円 5 千円

年度 令和

安全確保策の名称：

費用

1 人人 人
10 年度 令和 11 年度

受診人数 1 人 人
7 年度 令和

人 1

5

令和 年度 令和 11

千円 千円 5

6 年度 令和

5 千円 千円 千円

年度 令和

④その他安全の確保に対する投資計画及び費用 ※安全性評価認定申請や運輸安全マネジメント評
価を除く、高度な運行管理システムやドライバー
モニタリングシステムの導入等、安全にかかる設
備投資の計画を記載

千円

年度 令和 10

年度 令和 9 年度

年度令和 8 年度 令和

千円

7
千円 千円

費用の合計（①～④の合計）

令和 6 年度 令和

費用 千円 千円

年度 令和 11

千円

年度令和 108

※計画については事業者の各事業年度末時点の見込みを記載すること。
※費用については各年度末時点の見込みを記載すること。
※所要の単価を下回る単価に基づく見込み額となっていないこと

5 千円 315 千円
7 年度 9

費用合計 455 千円 205 千円 5 千円 215 千円

ドラレコ、デジタコについて、各事業年度中の導入
予定数と費用（見込）を入力。※ドラレコ・デジタ
コを装着している全台数ではないことに注意

初任運転者・適齢運転者適性診断について、各事業年
度中の受診予定数と費用（見込）を入力。

「※」の内容に当てはまるもので、安全の確保に関し
て取組を行う計画があれば、その名称及び該当する年
度に費用を入力



（別紙２）

運送事業者名
整備管理者名
対象とする車種
作成年月日

期間 距離 備考

エアードライヤー※ １０万km

ブレーキチャンバー※
（エアーチャンバー）

４年

エアスプリングダイヤフラム※ １年 １０万km

トランスミッションオイル※ ６年 O/H

デファレンシャルオイル※ １０万km

クラッチブースター※ ４年

エンジンオイル※ １年 １０万km

燃料フィルター※ ６年 O/H

セルモータ※ ３年

尿素水フィルター※ ３年

期間 距離 備考

パワステオイル １年

パワステホース １２ヶ月

パワステオイルフィルター １２ヶ月

センターロッド
ドラックリンク

３年

パワステ内部のゴム部品
（オイルポンプ、ステアリングギヤー）

４年

ステアリングベベルギヤーのオイル ４年

ブレーキバルブ ２年 １０万km

ブレーキホース ６年

エキスパンダー ６年 １０万km

スプリングブレーキチャンバー
（ピギーバッグ）（ホイールパークチャン
バー）

１２ヶ月

ブレーキブースター
（エアーブースター）（エアーマスター）

３年 １０万km

ホイールパーク用エアーホース １２ヶ月

ホイールパークコントロールバルブ １２ヶ月

ＥHＳスタートバルブ
（ＥＳスタートバルブ）

１２ヶ月

ブレーキライニング １２ヶ月

リレーバルブ
（クイックリリースバルブ）

１２ヶ月

ブレーキフルード １２ヶ月

セーフティバルブ ３年

ＡＢＳコントロールバルブ １２ヶ月

ストップランプスイッチ １２ヶ月

ダブルチェックバルブ １２ヶ月

リターダーオイル １２ヶ月

エキスパンダー端部のダストブーツ １２ヶ月

マルチプロテクションバルブ １２ヶ月

チェックバルブ １２ヶ月

ＡＳＲバルブ 該当なし

項目 点検時確認

交換基準

交換必須
項目

装置名 項目

交換基準

装置名

貸切バス予防整備ガイドライン 整備サイクル表参考様式

○○交通㈱ サイクル表No

国土 太郎

No. 1大型車①

R4.5.10

かじ取装置

制動装置

制動装置

事業用自動車一覧表
（見積）（別紙１）と
合うように番号を振る

「交換必須項目」の１０
項目については、交換基
準を設定。なお、装置が
搭載されていない場合は
備考欄に「該当なし」と
記載。

各車両の使用状況等を鑑
みて、「点検時確認」
「交換基準」いずれかに
計画内容を入力。なお、
装置がない場合は備考欄
に「該当なし」と入力。

詳細な内容については、「貸切バス予防
整備ガイドライン」をご覧ください。



189,391,200 円× 16 台 ×

※１　新規許可申請時においては、運輸局管轄ブロックにおける平均実働日車営収とする。
　　　 更新許可申請時においては、事業者の実績実働日車営収とする。なお、実績実働日車営収としない場合は、その根拠となる書面を添付するこ
と。

※２　新規許可申請時においては、運輸局管轄ブロックにおける平均実働率とする。
　　　 更新許可申請時においては、事業者の実績実働率とする。なお、実績実働率としない場合は、その根拠となる書面を添付すること。

54.05 ％ × 365 日 ＝60,000 円

実働日車営収（※１） 期中平均車両数 期中平均実働率（※２） 営業収益

54.05 ％ × 365 日 ＝× 13 台 × 153,880,350 円

令和 # 年度

60,000 円

実働日車営収（※１） 期中平均車両数 期中平均実働率（※２） 営業収益

153,880,350 円

令和 # 年度

60,000 円 ×

実働日車営収（※１） 期中平均車両数 期中平均実働率（※２） 営業収益

13 台 × 54.05 ％ × 365 日 ＝

60,000 円 × 11 台 130,206,450 円

令和 8 年度

130,206,450 円

令和 9 年度

60,000 円 × 11 台 × 54.05 ％ × 365 日 ＝

実働日車営収（※１） 期中平均車両数 期中平均実働率（※２） 営業収益

54.05

営業収益

54.05 ％ × 365 日 ＝

令和 7 年度

実働日車営収（※１） 期中平均車両数 期中平均実働率（※２）

× ％ × 365 日 ＝

実働日車営収（※１） 期中平均車両数 期中平均実働率（※２）

×

営業収益

60,000 円 × 10 台 × 118,369,500 円

100 ＝ 54.05 ％

令和 6 年度

・期中平均実働率
延実働車両数

2000 日車 ÷ 3700 日車

別紙３

○営業収益の算出根拠

・実働日車営収及び期中平均実働率の算出方法例

・実働日車営収
営業収入（※） 延実働車両数 実働日車営収

120,000,000 円

輸送実績報告書の延実働車両数（日車）、延実在車両数（日車）、営業収入の数値を使用

÷ 2000 日車 ＝ 60000 円

※実績報告書は千円単位のため、円単位にして計算してください

延実在車両数 期中平均実働率

この欄は更新許可申請の場合のみ入力。
各数値については、直近の輸送実績報告書に基づく数値を基本とす
るが、別の数値とする場合は別途算出根拠となる書類を添付。

実働日車営収、期中平均実働率について、以下の数値を入力。
【経営許可申請の場合】
別途HPに掲載している「営業収益の算出根拠に用いる日車営収及
び実働率について」PDFに記載されている数値を６事業年度分そ
れぞれに入力。
【更新許可申請の場合】
様式上部で算出した数値を入力。基本的には６事業年度分同じ数
値を入力することになるが、別の数値を使用する場合は、別途算
出根拠となる書面を添付。



一般貸切旅客自動車運送事業 事業収支見積書

１．一般貸切旅客自動車運送事業に係る事業収支見積り

（単位：千円）

令和 6 年度 令和 11 年度令和 8 年度 令和 9 年度7 年度 令和 10 年度 令和

153,780 189,250

旅客運賃 117,000 128,600 128,600 151,500 151,500 186,500

運送収入 118,300 130,100 130,100 153,780

その他 1,300 1,500 1,500 2,280 2,280 2,750

60 70

189,391

営
業
費
用

800

法定福利費 5,000 5,500 5,500

15,000 16,000 17,000 20,500 22,000

700 750
うち健康診断
に係る費用 45 50

6,500

営
業
収
益

25,000

賞与 10,000 11,000 12,000 13,000 14,000 16,000

手当

合計 118,370 130,206 130,206 153,880 153,880

運送雑収 70 106 106 100 100 141

その他人件費 14,000 14,000 14,500 14,500 14,500 14,500

運
転
者

給与 27,000 30,000 32,000 37,000 40,000 43,000

6,000 6,200

厚生福利費 600 600 700

50 55

41,725 68,371

合計 84,790

220

その他運送費
（事業用自動車

等）
13,000 13,500 13,800 14,200 14,500

適正化機関負担金 190 195 195 205 205

15,000

2,900 2,900

営業外収益 3,000 3,000 3,000 3,500 3,500

90,795 95,695 106,105 112,155

3,500

営業外費用 2,500 2,500 2,500 2,900

121,020

営業損益 33,580 39,411 34,511 47,775

600

経常損益 34,080 39,911 35,011 48,375 42,325 68,971

営業外損益 500 500 500 600 600

※その他運送費（事業用自動車等）には、別紙１の事業用自動車一覧表の減価償却費、リース費、修繕費の合計、
別紙2のドライブレコーダーの購入費、デジタルタコグラフの購入費、適性診断（初任・適齢）の受診費、
その他安全の確保に対する費用を含む

申請日時点の内容を入力
入力内容については次ページを参照



【営業収益について】
内訳・・・運送収入（旅客運賃＋その他の合計）（自動入力されます）

旅客運賃（旅客に係る運賃料金）
その他（道路利用料等）
運送雑収（物品管理料、広告料、諸手数料、諸貸付料、雑収入）

【営業費用について】
・「給与」は、運転者に対する給与合計の値を入力

・「手当」は、上記の「給与」に含まれない手当を記載（運転者に対して支払うもの）
例）結婚手当、私傷病手当、加療見舞金などを入力

・「賞与」は、「給与・手当」とは別に、特別に支払われるものを入力（運転者に対して支払うもの）

・「法定福利費」は、運転者に対する法定福利費の合計を入力

・「厚生福利費」は、医療・医薬品代、健康診断受診料、従業員に対する慶弔見舞金、厚生施設・備 品
の維持運営に係る費用などを入力（運転者に対して支払うもの）

・「うち健康診断に係る費用」は、上記の「厚生福利費」のうち、健康診断受診料を入力（運転者に対し
て支払うもの）

・「その他人件費」は、運行管理者・整備管理者・事務員等の人件費、役員報酬、退職金などを入力

・「その他運送費（事業用自動車等）」は、別紙１事業用自動車一覧表（各年度分）のリース費・減価償
却費・修繕費・別紙２費用の合計（各年度分）を含めた費用を入力

・「適正化機関負担金」は、更新する年に納入する負担金額を目安として各年度に入力（最新の負担
金額が不明な場合は、一般社団法人北海道貸切バス適正化センターのホームページをご覧ください。）

【「営業外収益」「営業外費用」について】
・一般貸切旅客自動車運送事業に関する額のみ計上し入力



営業外費用 2,500 2,500

営業収益 119,970 119,970

営業損益 35,180 0 35,180

営業外収益 3,000 3,000

２．一般貸切旅客自動車運送事業以外の事業の経営状況
※貸切事業の経常損益が毎年連続で赤字となっていない場合は記載不要

令和 6 年度

営業費用 84,790 84,790

一般貸切旅客自動車運送事業 他事業 合　計

（単位：千円）

営業費用 90,795 90,795

営業外損益 500 0 500

経常損益 35,680 0 35,680

特別損益

当期純利益

令和 7 年度 （単位：千円）

一般貸切旅客自動車運送事業 他事業 合　計

営業収益 131,806 131,806

令和 8 年度 （単位：千円）

営業損益 41,011 0 41,011

営業外収益 3,000 3,000

営業外費用 2,500 2,500

営業外損益 500 0 500

経常損益 41,511 0 41,511

特別損益

当期純利益

経常損益 37,111 0 37,111

一般貸切旅客自動車運送事業 他事業 合　計

営業収益 132,306 132,306

営業費用 95,695 95,695

営業損益 36,611 0 36,611

営業外収益 3,000 3,000

営業外費用 2,500 2,500

営業外損益 500 0 500

営業外収益 3,500 3,500

特別損益

当期純利益

令和 9 年度 （単位：千円）

一般貸切旅客自動車運送事業 他事業 合　計

営業収益 155,980 155,980

営業費用 106,105 106,105

営業損益 49,875 0 49,875

営業外費用 2,900 2,900

営業外損益 0 0 600

経常損益 49,875 0 50,475

特別損益

当期純利益

１.で入力の結果、全事業年度で赤字と
なっている場合のみ、２．も入力。
なお、２.で入力の結果、経常損益が全事

業年度で赤字となっている場合は許可（更
新許可含む）ができないため、計画の見直
しが必要となる。



営業収益 156,480 156,480

経常損益

令和 10 年度 （単位：千円）

一般貸切旅客自動車運送事業 他事業 合　計

121,020

当期純利益

営業費用 112,155 112,155

営業損益 44,325 0 44,325

営業外収益 3,500 3,500

営業外費用 2,900 2,900

営業外損益 600 0 600

3,500

44,925 0 44,925

特別損益

営業外損益 600 0 600

令和 11 年度 （単位：千円）

一般貸切旅客自動車運送事業 他事業 合　計

営業収益 192,091 192,091

営業費用

営業外費用 2,900 2,900

当期純利益

経常損益 71,671 0 71,671

特別損益

121,020

営業損益 71,071 0 71,071

営業外収益 3,500



(単位：千円)
 科 目 金額  科 目 金額
(資産の部) (負債の部)

Ⅰ．流動資産 Ⅰ．流動負債
現金預金 支払手形
受取手形 買掛金
未収運賃 短期借入金
有価証券 1年以内返済予定の長期借入金

商品 1年以内償還予定社債

貯蔵品 未払金
前払費用 未払費用
前払金 未払法人税等
未収消費税等 未払消費税等
未収収益 前受金
短期貸付金 預り金
立替金 預り連絡運賃
預け金 前受運賃
未収金 前受収益   

賞与引当金
繰延税金負債
買換資産特別勘定

繰延税金資産 その他流動負債
その他流動資産 《流動負債合計》 0

貸倒引当金 Ⅱ．固定負債
《流動資産合計》 0 社債

Ⅱ・固定資産 長期借入金
  １．有形固定資産 退職給付引当金

車両運搬具 役員退職慰労引当金
建物 預かり保証金
構築物 繰延税金負債
機械装置 その他固定負債
工具器具備品 《固定負債合計》 0

負債の部合計 0

土地 (純資産の部)
建設仮勘定 Ⅰ．株主資本
　（有形固定資産合計） 0 資本金

  ２．無形固定資産 新株申込証拠金
のれん 資本剰余金
ソフトウェア  資本準備金
電話加入権  その他資本剰余金
その他   
 （無形固定資産合計） 0  (資本剰余金合計) 0

  ３．投資その他の資産 利益剰余金
投資有価証券  利益準備金
関係会社株式  任意積立金
出資金  その他利益剰余金
長期貸付金  (利益剰余金合計) 0

長期前払費用 自己株式
破産更正債権等 自己株式申込証拠金
その他投資 《株主資本合計》 0

繰延税金資産 Ⅱ．評価・換算差額等
貸倒引当金 その他有価証券評価差額金

   （投資その他の資産合計） 0 土地差額再評価差額金

《固定資産合計》 0 繰延ヘッジ損益
Ⅲ．繰延資産 《評価・換算差額合計》 0

Ⅲ．新株予約権

《繰延資産合計》 0 純資産の部合計 0

資産の部合計 0 　　負債の部・純資産の部合計 0

貸　借　対　照　表

（   年度）

安全投資計画に添付するものは経営許可申請の場合のみ必要（更新許可申請の場合、安全投資実績
で別途貸借対照表が必要となる）。
本様式で作成せず、決算書に添付しているもの（直近年度）でも可。
設立直後の法人で１事業年度目が終了していない場合については、開始貸借対照表でも可。

北海道運輸局様式202201～



（単位：千円）
収益 費用 損益

乗 合 0
貸 切 0
乗 用 0

みなし４条 0

特 定 0
0
0
0
0
0
0

その他事業 0

0 0 0

0 0 0
0 0 0

0 0 0

0

当 期 純 利 益 （ 当 期 純 損 失 ）

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 等
法 人 税 等 調 整 額

特
別
損
益

固 定 資 産 売 却 損 益

前 期 損 益 修 正 損 益
補 助 金 に 係 る 損 益
そ の 他 特 別 損 益
合 計

流動資産等売却損益
そ の 他 損 益

計
合 計

損益計算書

　　年　　月　　日　から　　　年　　月　　日まで

科目

経
常
損
益

営
業
損
益

旅
客
自
動
車
運
送
事
業

そ
の
他
事
業

計

営
業
外
損

益

金 融 損 益

経営許可申請の場合のみ必要（更新許可申請の場合、安全投資実績で別途損益計算書
が必要となる）。
本様式で作成せず、決算書に添付しているもの（直近年度）でも可。
設立直後の法人で１事業年度目が終了していない場合については、添付不要。

北海道運輸局様式202201～



一般貸切旅客自動車運送事業　安全投資実績

１．前回許可時の計画に対する実績の評価

計画 実績 未達成の場合の理由

令和３年度に計画していた海外の旅行
会社との連携、専属車両として大型車
を２台増車、運転者を２名採用すること
については、コロナの影響で計画を見
直したため、達成できなかった。

～

令和 5 年度

令和 1 年度

例）国内向け観光輸送への対応を強
化し新たな顧客の獲得を目指す。令
和２年度には、安全性をアピールする
ため、安全性評価認定を取得する。令
和３年度には、海外の旅行会社と連
携し、専属車両として大型車を２台増
車、運転者を２名採用予定。運行管理
者を１名増員する。

例））国内向け観光輸送への対応を強化し
た結果、新たな顧客の獲得に至った。令和
２年度には、計画していたとおり安全性評
価認定を取得することができた。令和３年
度に計画していた運行管理者を１名増員す
ることについては、スケジュールに変更が
生じ当初の計画より遅れたが、令和５年度
に達成することができた。なお、同年度中に
別の１人が退職となったため、総人数は変
わらなかった。

２．運転者、運行管理者、整備管理者の確保実績

令和 1 年度 令和 2 年度 令和 3 年度令和 5年度 令和 4 年度

運転者 10 人 8 人 人

運行管理者 2 人 2 人 2 人 2 人 2 人

8 人 8 人

1 人

9

1 人

５．車両の点検及び整備に関する実績及び費用 別紙４及び
貸切バス予防整備ガイドラインの整備実施
記録簿のとおり

1 人 1 人

※他の自動車運送事業の用に供する車両の運転者と兼務する者も含む。

※非正規雇用の者（「期間を定めずに雇われている者」以外の者）も含む。

※各年度末時点の実績を記入すること。

３．車両の新規取得・代替の実績 別紙４のとおり

４．その他の安全確保のための投資に必要な事項に関する実績 別紙５のとおり

整備管理者 1 人

例）有効期間満了日が令和６年１０月２２日、自社の事業年度が４月１日～翌年３月３１日の場合、実績期

間は、令和１（平成３１）年４月１日～令和６年３月３１日（令和１年度～令和５年度）となるため、この場合は最

初の年度である「１」と入力

前回の更新申請で記載してい

た計画内容をまとめて入力
計画の内容に応じた実績を入力

未達成のものがある場合には、内

容と未達成の理由を入力

運転者・運行管理者・整備管理者

について各事業年度末の人数を

入力

５年度目（申請日時点における直近年度分）に

ついて、申請日時点で会計処理が終わってお

らず損益計算書等が作成できないような状況

の場合は、当該年度については申請内容に含

めないでください。そのため、全ての入力欄に

ついて入力不要となります（以降、安全投資実

績及び事業収支実績報告書における５年度目

の記載欄は全て同じ）。



22

21

20

18

19

17

16

14

15

13

12

18046km

10 旭川 例）旭川333あ3333 減車 小型 H12.5 19 H20.9 購入

2800千円 124千円 他社

14298km342千円 他社

11

34562km

9 旭川 例）旭川222あ2222 増車 中型 R1.10 0 R1.10 購入

294千円 他社8 旭川 例）旭川111あ1111 維持 中型 H22.12 9 H26.4 購入

48255km

6 本社 例）札幌666あ6666 維持 中型 H29.1 3 H29.5 購入

1600千円 121千円 他社

50026km

7 旭川 例）旭川000あ0000 維持 中型 H14.2 18 H19.3 購入

700千円 205千円 他社

19043km510千円 他社

30819km

5 本社 例）札幌333あ3333 維持 大型 H31.1 1 H31.1 購入

233千円 他社4 本社 例）札幌222あ2222 維持 大型 H21.3 11 H21.4 購入

2 本社 例）札幌000あ0000 維持 大型 H16.8 15 H20.9 購入

3 本社 例）札幌111あ1111 維持 大型 H25.9 6 H25.9 購入

年間走行距離
（ｋｍ）

修繕費
（千円）

車両整備の
自社・他社の別

31896km

2,300 2,935

43490km230千円 他社

29041km430千円 他社

31382km446千円 他社

減価償却費
（千円）

初度登録
年月

車齢 取得年月
購入又は
リースの別

0

維持 大型 H20.4 12 H23.11 購入

購入費
（千円）

リース費
（千円）

合計 9

営業所名 車両登録番号
車両
増減

車種
区分

1 本社 例）札幌999あ9999

別紙４

事業用自動車一覧表（実績）

（令和 1 年度）

※各年度末時点で存在する車両の状況を記載すること。
※「整備サイクル表」を複数作成する場合は、当該車両の「整備サイクル表」の「整備サイクル表No.」を記載すること。
※車両増減には、「増車・減車・維持」のいずれかを記載すること。
※「車齢」には、各事業年度末時点の当該車両の初度登録からの年数を記載すること。

平均 9.4

事業年度ごとに作成。なお、５年度目（申請日時点における

直近年度分）について、会計処理が終わっておらず損益計

算書等が作成できないような状況の場合は、当該年度につ

いては作成不要。

各事業年度末日時点での車齢を入力

例）事業年度末日 R2.3.31
初度登録年月H20.4（H20.4.1と仮定）
↓
１２年０ヶ月経過しているため、「１２」と入力

購入費・リース費・減価償却

費・修繕費については、各事

業年度で発生した費用のみ

入力

年間走行距離については、

各事業年度で実際に走行し

た距離を入力

車両整備（定期点検等）を自社

で行ったか他社に依頼したか

を入力



22

21

20

19

18

17

16

15

14

12

13

124千円 他社 14642km

10

1 R1.10 購入

11

225千円 他社 24390km8 旭川 例）旭川111あ1111 維持 中型 H22.12 10 H26.4 購入

9 旭川 例）旭川222あ2222

2 H31.15 本社 例）札幌333あ3333 維持 大型 H31.1

維持 中型 R1.10

7 旭川 例）旭川000あ0000 維持 中型 H14.2 19 H19.3

H29.56 本社 例）札幌666あ6666 維持 中型 H29.1 4

495千円 他社 41217km

43260km

4 本社 例）札幌222あ2222 維持 大型 H21.3 12 H21.4 購入

購入 198千円 他社

19432km

2 本社 例）札幌000あ0000 減車 大型 H16.8 17

13 H23.11 購入

26376km

営業所名 車両登録番号
車両
増減

車種
区分

他社 8345km

3 本社 例）札幌111あ1111 維持 大型 H25.9 7 H25.9

H20.9 購入 92千円

421千円 他社

減価償却費
（千円）

修繕費
（千円）

車両整備の
自社・他社の別

年間走行距離
（ｋｍ）

1 本社 例）札幌999あ9999 維持 大型 H20.4

初度登録
年月

車齢 取得年月
購入又は
リースの別

購入費
（千円）

リース費
（千円）

別紙４

事業用自動車一覧表（実績）

（令和 2 年度）

※各年度末時点で存在する車両の状況を記載すること。
※「整備サイクル表」を複数作成する場合は、当該車両の「整備サイクル表」の「整備サイクル表No.」を記載すること。
※車両増減には、「増車・減車・維持」のいずれかを記載すること。
※「車齢」には、各事業年度末時点の当該車両の初度登録からの年数を記載すること。

平均 9.4444

0 955 2,161合計 8

800千円購入 23452km他社135千円

他社280千円購入 18743km

191千円155千円購入 43903km他社

各事業年度中に減車した車両

は【減車】を選択



令和 3 年度

別紙５

○その他の安全確保のための投資に必要な事項について

①ドライブレコーダーの導入実績

令和 1 年度 令和 2 年度 令和 5 年度令和 4 年度

両 2 両両

年度 令和 2

千円 千円 60 千円

②デジタルタコグラフの導入実績

費用 千円 千円

合計 両 両

費用 千円 千円

年度 令和 5 年度

合計 両 両

年度 令和 3 年度 令和 4令和 1

千円 140 千円 140 千円

両 2 両 2 両

③適性診断の受診実績

・初任運転者受診実績

令和 1 年度 令和 2 年度 令和 5 年度

受診人数 人 人 人

3 年度 令和 4 年度 令和

人 1 人

費用 千円 千円 千円 千円 5 千円

・適齢運転者受診実績

令和 1 年度 令和

受診人数 2 人 1 人

2 年度 令和 3

人 1 人 1 人

4 年度 令和 5 年度年度 令和

1 年度 令和 2

千円 5 千円 5 千円

④その他安全の確保に対する投資実績
※安全性評価認定申請や運輸安全マネ
ジメント評価を除く、高度な運行管理シス
テムやドライバーモニタリングシステムの
導入等、安全にかかる設備投資の計画を
記載

安全確保策の名称：

費用 5 千円 5 千円

千円 千円 千円

費用の合計（①～④の合計）

年度 令和 5 年度

費用 千円 千円

年度 令和 3 年度 令和 4令和

費用合計 5 千円 5 千円 0

年度 令和 3 年度令和 1 年度 令和 2
千円 145 千円 210 千円

年度 令和 5 年度令和 4

ドラレコ、デジタコについて、各事業年度中に導入した数と

費用を入力。※ドラレコ・デジタコを装着している全台数で

はないことに注意

初任運転者・適齢運転者適性診断について、各事業年度中

に受診した人数と費用を入力。

その他安全の確保に対する投資実績があれば、各事業年

度中に費用を入力。

本ページの全ての項目について、５年度目（申請日時点における直近

年度分）について、会計処理が終わっておらず損益計算書等が作成

できないような状況の場合は、当該年度については入力不要。



運送事業者名

整備管理者名

登録番号

期間 距離 備考

エアードライヤー※ １０万km
R2.8.23
99,432km

R4.9.4
206,789km

ブレーキチャンバー※
（エアーチャンバー）

４年
R4.9.4

206,789km

エアスプリングダイヤフラム※ １年 １０万km
R1.9.1
22.401km

R2.8.23
99,432km

R3.9.4
150,789km

R4.9.4
206,789km

R5.8.31
350,780km

トランスミッションオイル※ ６年 O/H

デファレンシャルオイル※ １０万km
R2.8.23
99,432km

R4.9.4
206,789km

クラッチブースター※ ４年
R4.9.4

206,789km

エンジンオイル※ １年 １０万km
R1.9.1
22.401km

R2.8.23
99,432km

R3.9.4
150,789km

R4.9.4
206,789km

R5.8.31
350,780km

燃料フィルター※ ６年 O/H

セルモータ※ ３年
R3.9.4

150,789km

尿素水フィルター※ ３年
R3.9.4

150,789km

期間 距離 備考

パワステオイル １年
R1.9.1
22.401km

R2.8.23
99,432km

R3.9.4
150,789km

R4.9.4
206,789km

R5.8.31
350,780km

パワステホース １２ヶ月
R1.9.1
22.401km

R2.8.23
99,432km

R3.9.4
150,789km

R4.9.4
206,789km

R5.8.31
350,780km

パワステオイルフィルター １２ヶ月
R1.9.1
22.401km

R2.8.23
99,432km

R3.9.4
150,789km

R4.9.4
206,789km

R5.8.31
350,780km

センターロッド
ドラックリンク

３年
R3.9.4

150,789km
パワステ内部のゴム部品
（オイルポンプ、ステアリングギヤー）

４年
R4.9.4

206,789km

ステアリングベベルギヤーのオイル ４年
R4.9.4

206,789km

ブレーキバルブ ２年 １０万km
R2.8.23
99,432km

ブレーキホース ６年

エキスパンダー ６年 １０万km
スプリングブレーキチャンバー
（ピギーバッグ）（ホイールパークチャン
バー）

１２ヶ月

ブレーキブースター
（エアーブースター）（エアーマスター）

３年 １０万km
R1.9.1
22.401km

R2.8.23
99,432km

R3.9.4
150,789km

R4.9.4
206,789km

R5.8.31
350,780km

ホイールパーク用エアーホース １２ヶ月
R3.9.4

150,789km

貸切バス予防整備ガイドライン　整備実施記録簿参考様式

○○交通㈱

国土　太郎

札幌１１１あ１１１１

装置名 項目
交換基準

令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

交換必須
項目

装置名 項目 点検時確認
交換基準

令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

かじ取装置

制動装置

本様式は１両ごとに作成することになるため、該

当する車両の登録番号を記載

各年度で交換や点検をした日付・当時の総走行

距離を項目ごとに記載する詳細な内容については、「貸切バス予防

整備ガイドライン」をご覧ください。



一般貸切旅客自動車運送事業　事業収支実績報告書

１．一般貸切旅客自動車運送事業に係る事業収支実績

（単位：千円）

令和 1 年度 令和 2 年度 令和 5 年度

営
業
収
益

運送収入 144,651 57,563 80,652 130,404 185,275

令和 3 年度 令和 4 年度

183,264

その他 832 132 341 564 2,011

旅客運賃 143,819 57,431 80,311 129,840

合計 144,694 57,617 80,775 130,439 185,349

運送雑収 43 54 123 35 74

27,321 35,211

手当 12,412 14,352 5,134 9,831 19,213

営
業
費
用

運
転
者

給与 30,024 23,590 24,325

賞与 12,494 1,352 7,219

厚生福利費 341 74 763 1,234 2,314

8,754 22,856

法定福利費 4,356 5,432 6,242 4,526 7,332

56

その他人件費 17,352 9,942 13,023 14,521 16,132

うち健康診断
に係る費用 56 24 54 45

適正化機関負担金 135 43 108 156 183

その他運送費
（事業用自動車

等）
14,395 13,985 13,533 16,342 20,432

営業損益 53,185 -11,153 10,428 47,754 61,676

合計 91,509 68,770 70,347 82,685 123,673

営業外費用 54,329 5,432 4,212 52,234 2,534

営業外収益 3,155 1,234 6,574 56,734 65,754

経常損益 2,011 -15,351 12,790 52,254 124,896

営業外損益 -51,174 -4,198 2,362 4,500 63,220

※その他運送費（事業用自動車等）には、別紙4の事業用自動車一覧表の減価償却費、リース費、修繕費の合計、
別紙5のドライブレコーダーの購入費、デジタルタコグラフの購入費、適性診断（初任・適齢）の受診費、
その他安全の確保に対する投資に要した費用を含む

入力内容については次ページを参照



【営業収益について】

内訳・・・運送収入（旅客運賃＋その他の合計）（自動入力されます）

旅客運賃（旅客に係る運賃料金）

その他（道路利用料等）

運送雑収（物品管理料、広告料、諸手数料、諸貸付料、雑収入）

【営業費用について】

・「給与」は、運転者に対する給与合計の値を入力

・「手当」は、上記の「給与」に含まれない手当を記載（運転者に対して支払うもの）

例）結婚手当、私傷病手当、加療見舞金などを入力

・「賞与」は、「給与・手当」とは別に、特別に支払われるものを入力（運転者に対して支払うもの）

・「法定福利費」は、運転者に対する法定福利費の合計を入力

・「厚生福利費」は、医療・医薬品代、健康診断受診料、従業員に対する慶弔見舞金、厚生施設・備品の維持運営に係

る費用などを入力（運転者に対して支払うもの）

・「うち健康診断に係る費用」は、上記の「厚生福利費」のうち、健康診断受診料を入力（運転者に対して支払うもの）

・「その他人件費」は、運行管理者・整備管理者・事務員等の人件費、役員報酬、退職金などを入力

・「その他運送費（事業用自動車等）」は、別紙４事業用自動車一覧表（各年度分）のリース費・減価償却費・修繕費・別

紙５費用の合計（各年度分）を含めた費用を入力

・「適正化機関負担金」は、各事業年度で支払った負担金額を入力

【「営業外収益」「営業外費用」について】

・一般貸切旅客自動車運送事業に関する額のみ計上し入力

５年度目（申請日時点における直近年度分）について、会計処理が終わっておらず損益計算書等が作成できないような

状況の場合は、当該年度については入力不要（「１．一般貸切旅客自動車運送事業に係る事業収支実績」「２．一般貸

切旅客自動車運送事業以外の事業の経営状況」いずれも）。



一般貸切旅客自動車運送事業 他事業 合　計

営業収益 144,694 144,694

２．一般貸切旅客自動車運送事業以外の事業の経営状況

※貸切事業の直近３事業年度の経常損益が連続で赤字ではない場合は記載不要

令和 1 年度 （単位：千円）

営業外収益 3,155 3,155

営業外費用 54,329 54,329

営業費用 91,509 91,509

営業損益 53,185 0 53,185

特別損益

当期純利益

営業外損益 -51,174 0 -51,174

経常損益 2,011 0 2,011

営業収益 57,617 57,617

営業費用 68,770 68,770

令和 2 年度 （単位：千円）

一般貸切旅客自動車運送事業 他事業 合　計

営業外費用 5,432 5,432

営業外損益 -4,198 0 -4,198

営業損益 -11,153 0 -11,153

営業外収益 1,234 1,234

当期純利益

令和 3 年度 （単位：千円）

経常損益 -15,351 0 -15,351

特別損益

営業費用 70,347 70,347

営業損益 10,428 0 10,428

一般貸切旅客自動車運送事業 他事業 合　計

営業収益 80,775 80,775

営業外損益 2,362 0 2,362

経常損益 12,790 0 12,790

営業外収益 6,574 6,574

営業外費用 4,212 4,212

令和 4 年度 （単位：千円）

一般貸切旅客自動車運送事業 他事業 合　計

特別損益

当期純利益

営業損益 47,754 0 47,754

営業外収益 56,734 56,734

営業収益 130,439 130,439

営業費用 82,685 82,685

経常損益 52,254 0 52,254

特別損益

営業外費用 52,234 52,234

営業外損益 4,500 0 4,500

当期純利益

１.で入力の結果、直近３事業年度連続で赤字
となっている場合のみ、２．も必要。



一般貸切旅客自動車運送事業 他事業 合　計

営業収益 185,349 185,349

令和 5 年度 （単位：千円）

営業外収益 65,754 65,754

営業外費用 2,534 2,534

営業費用 123,673 123,673

営業損益 61,676 0 61,676

特別損益

当期純利益

営業外損益 63,220 0 63,220

経常損益 124,896 0 124,896



別添様式３

事業者の中で給与が最も低い運転者の賃金支払の内容

運転者氏名： 運輸　太郎 所属営業所所在地： 本社

１　賃金について　※最も低い賃金支払月のみを記載ください。

抽出年月 Ｒ４．６

○賃金の種類及びその金額を記載ください。

①時間給の場合 円

②日給の場合 円 （基本給を記載ください）

③月給の場合 140000 円

④その他の手当を支給している場合は記載ください。

a　家族手当 円

b　通勤手当 13000 円

c　別居手当 円

d　子女教育手当 円

①１日の所定労働時間 7.5 時間 （７時間３０分であれば、７．５時間と記載）

e　住宅手当 円

f　精皆勤手当 円

g　その他の手当 円

※注
１　aの手当は、扶養家族の人数またはこれを基礎とする家族手当額を基準として算出されるも
のです。
２　bの手当は、通勤距離または通勤に要する実際費用に応じて算定されるものです。
３　eの手当は、住宅に要する費用に応じて算出されるものです。
４　gの手当からは、以下の手当は除外します。
①臨時に支払われる賃金（結婚手当、私傷病手当、加療見舞金、退職金等）
②１箇月を超える期間ごとに支払われる賃金(賞与など)
③所定労働時間を超える時間の労働に対して支払われる賃金(時間外割増賃金など)
④所定労働日以外の日の労働に対して支払われる賃金(休日割増賃金など)
⑤午後１０時から午前５時までの間の労働に対して支払われる賃金のうち、通常の労働時間の
賃金の計算額を超える部分(深夜割増賃金など)

２　労働時間・労働日について　※上記１の抽出年月の労働時間・日数を記載ください。

※注
１　所定労働時間とは、就業規則等で定められた始業時刻から終業時刻までの時間から、休
憩時間を差し引いた労働時間をいいます。
２　１ヶ月の労働日数とは、１ヶ月間で勤務した日数
３　１ヶ月の総労働時間とは、所定労働時間の中で勤務した時間をいいます。また、超過勤務
時間等は含まれません（所定労働時間が８時間であるが、３時間しか勤務していない場合、総
労働時間は３時間となります。）。

②１ヶ月の労働日数 17 日

③１ヶ月の総労働時間 127.5 時間

該当する運転者の氏名、所属営業所を入力

直近１年間のうち、最も給与が低かった月、その月の給与詳

細を入力

当該運転者の該当月の勤務実績をそ

れぞれ入力



(単位：千円)
　科　目 金額 　科　目 金額
(資産の部) (負債の部)

Ⅰ．流動資産 Ⅰ．流動負債
現金預金 支払手形
受取手形 買掛金
未収運賃 短期借入金
有価証券 1年以内返済予定の長期借入金

商品 1年以内償還予定社債

貯蔵品 未払金
前払費用 未払費用
前払金 未払法人税等
未収消費税等 未払消費税等
未収収益 前受金
短期貸付金 預り金
立替金 預り連絡運賃
預け金 前受運賃
未収金 前受収益 　　

賞与引当金
繰延税金負債
買換資産特別勘定

繰延税金資産 その他流動負債
その他流動資産 《流動負債合計》 0
貸倒引当金 Ⅱ．固定負債
《流動資産合計》 0 社債

Ⅱ・固定資産 長期借入金
　　１．有形固定資産 退職給付引当金

車両運搬具 役員退職慰労引当金
建物 預かり保証金
構築物 繰延税金負債
機械装置 その他固定負債
工具器具備品 《固定負債合計》 0

負債の部合計 0
土地 (純資産の部)
建設仮勘定 Ⅰ．株主資本
　（有形固定資産合計） 0 資本金

　　２．無形固定資産 新株申込証拠金
のれん 資本剰余金
ソフトウェア 　資本準備金
電話加入権 　その他資本剰余金
その他 　　
　（無形固定資産合計） 0 　(資本剰余金合計) 0

　　３．投資その他の資産 利益剰余金
投資有価証券 　利益準備金
関係会社株式 　任意積立金
出資金 　その他利益剰余金
長期貸付金 　(利益剰余金合計) 0
長期前払費用 自己株式
破産更正債権等 自己株式申込証拠金
その他投資 《株主資本合計》 0
繰延税金資産 Ⅱ．評価・換算差額等
貸倒引当金 その他有価証券評価差額金

　　　（投資その他の資産合計） 0 土地差額再評価差額金

《固定資産合計》 0 繰延ヘッジ損益
Ⅲ．繰延資産 《評価・換算差額合計》 0

Ⅲ．新株予約権
《繰延資産合計》 0 純資産の部合計 0
資産の部合計 0 　　負債の部・純資産の部合計 0

貸　借　対　照　表
（　　　年度）

本様式で作成せず、決算書に添付しているもの（直近年度）でも可。

北海道運輸局様式202201～



から 令和2年3月31日 まで

（単位：千円）
収益 費用 損益

乗 合 0
貸 切 144,694 91,509 53185
乗 用 0
みなし４条 0
特 定 0

0
0
0

自動車整備業 26,435 25,432 1003

0
0

その他事業 0
171,129 116,941 54188
3,209 54,575

201
3,410 54,575 (51165)

174,539 171,516 3023
313 346

426
1,235

739 1,581 (842)
2181
431

738

平成31年4月1日
令和1年度

損益計算書

科目

経
常
損
益

営
業
損
益

旅
客
自
動
車
運
送

事
業

そ
の
他
事

業

計

営
業
外

損
益

金 融 損 益
流動資産等売却損益
そ の 他 損 益

計
合 計

特
別
損
益

固 定 資 産 売 却 損 益
前 期 損 益 修 正 損 益
補 助 金 に 係 る 損 益
そ の 他 特 別 損 益
合 計

当 期 純 利 益 （ 当 期 純 損 失 ）

税 引 前 当 期 純 利 益
法 人 税 等
法 人 税 等 調 整 額

本様式で作成せず、決算書に添付しているもの（直近年度）でも可。

北海道運輸局様式202201～


